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平成 26 年度福岡市保健福祉審議会 第３回障がい者保健福祉専門分科会 
 
【事務局】 皆さん、こんにちは。定刻になりましたので、ただいまから福岡市保健福祉

審議会障がい者保健福祉専門分科会を開催いたします。私は本専門分科会の事務局を担当

しております福岡市保健福祉局障がい者部長の古賀でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。 
 本日は、委員総数 21 名のところ 17 名の委員の皆さまからご出席のご連絡をいただいて

おります。過半数を満たしておりますので、福岡市保健福祉審議会条例第７条第９号の規

定によりまして、本専門分科会は成立いたしておりますことをご報告させていただきます。 
 また、福岡市情報公開条例に基づきまして、本専門分科会は原則公開となっております

のでよろしくお願いいたします。 
 委員の皆さまには事前に送付いたしました会議資料の確認をさせていただきたいと思い

ます。お送りしておりますのは、委員名簿、座席表、会議資料「第４期福岡市障がい福祉

計画（案）」でございます。第４期福岡市障がい福祉計画（案）は、前回お配りした障がい

福祉サービス等の数値目標や見込量の部分に計画の概要や資料を加えたものでございます。

また参考のため、福岡市障がい保健福祉計画を机上に置かせていただいております。 
 それでは議事に進みたいと思いますが、これより先の会議進行につきましては会長にお

願いいたします。よろしくお願いします。 
【会長】 それでは本日の議事に入ります。皆さん、お忙しいところお集まりいただいて、

大変ありがとうございます。 
 第４期福岡市障がい福祉計画（案）について議論するというのが本日の目的であります。

このことについては、前回も少しご説明がありましたけれども、福岡市のほうから今回配

布された第４期福岡市障がい福祉計画（案）について最初にご説明をお願いします。 
【事務局】 それでは会議資料の第４期福岡市障がい福祉計画（案）をご覧ください。前

回、７月 14 日にご説明いたしました資料に肉付けをして計画案としたものでございます。

前回ご説明をしていないところ、修正、変更、追加等があったところを中心に説明したい

と思います。 
 今回の資料については、内容自体も大きな変更はございません。追加のところ以外はあ

まり大きな変更はありません。大変申し訳ございませんけれども、本日お配りしている資

料のほうでご覧いただきますようお願いいたします。 
 それでは目次をご覧ください。前回から変わっているところは、まず「第１ 計画の概

要」の中に「５ 計画期間中の見直しについて」という項目を増やしているところになり

ます。それから、第２および第４、第５に項目を具体的に書き込んでおります。 
 それでは１ページをご覧ください。「第１ 計画の概要」の「１ 計画策定の趣旨」でご

ざいます。「第４期福岡市障がい福祉計画」は、「障害者総合支援法」の「全ての国民が、

障害の有無にかかわらず等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重され

るものである」との理念を実現するため、国の定める基本指針に即し、地域において必要

な「障がい福祉サービス」及び「相談支援」ならびに「地域生活支援事業」の各種サービ

スが計画的に提供されるよう、平成 29 年度における障がい福祉サービスに関する数値目

標の設定及び各年度のサービス需要を見込むとともに、サービスの提供体制の確保や推進
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のための取り組みを定めるものでございます。 
 次に、「２ 計画の位置づけ」ですが、本計画の位置づけは障害者総合支援法に基づく「市

町村障害福祉計画」として策定するものでございます。 
 「(2)他の計画との関係」につきましては、国及び福岡県の計画、それから福岡市基本計

画に即した「福岡市保健福祉総合計画」、「福岡市障がい者計画」との整合を考慮し、策定

するものでございます。 
 「３ 計画の対象者」につきましては、障害者総合支援法および児童福祉法の規定に基

づき定めてございます。まず「障がい者」とは、身体障害者福祉法による身体障害者、そ

れから知的障害者福祉法による知的障害者のうち 18 歳以上の者、精神保健及び精神障害

者福祉に関する法律による精神障害者のうち 18 歳以上の者、治療方法が確立していない

疾病その他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働大臣が定

める程度である者、つまり難病患者ということになりますが、そのうち 18 歳以上の者で

ございます。 
 そして「障がい児」とは、児童福祉法に今申し上げた障害者総合支援法と同様の規定が

ございまして、それぞれ身体障害も知的障害も精神障害も難病を持つ 18 歳未満の児童と

いうことになります。 
 ２ページをお開きください。「４ 計画の期間」でございます。平成 27 年度から 29 年

度までの３年間ということでございます。 
 次の「５ 計画期間中の見直しについて」ですが、わが国はこれまでも、またこれから

も障害者権利条約の完全実施に向けて、新たな制度改革や取り組みが一層進められていく

という状況でございまして、このような動向も踏まえ、必要に応じて計画期間中において

も本計画の見直しを行うものとしております。 
 ３ページをご覧ください。ここから７ページまでは「第２ 障がい保健福祉施策をめぐ

る現状」でございます。これにつきましては、前回ご説明をさせていただいたところでご

ざいますが、その口頭で申し上げた内容をそれぞれグラフの上に文章で記しております。

したがって、本日はこの部分は説明を省略させていただきます。 
 それでは８ページをお開きください。ここから 30 ページまでは「第３ 障がい福祉サ

ービス等の数値目標及び見込量」でございます。これにつきましても、内容につきまして

は前回ご説明したところですので基本的には説明を省略させていただきますが、修正、変

更、追加をした部分につきましてご説明させていただきます。 
 まず８ページの「１ 策定の趣旨及び位置付け」につきましては文章を新たに加えてい

る部分で、国が定める基本指針に即して平成 29 年度の数値目標を設定すること、また数

値目標及びこれまでの実績等を踏まえ、平成 27 年度から 29 年度までの３か年における障

がい福祉サービス等の見込み量を定めてサービス提供体制の計画的な整備を図ることを記

しているところでございます。 
 「２ 障がい福祉サービスに関する数値目標」につきましても説明の文章を加えており

ます。また、前回からこれから以降も、各項目の「第１期から第３期計画の実績」という

表の表記方法を修正しております。前回は第３期の目標値である平成 26 年度末の目標値

を別表として上に出しておりましたが、今回は１つの表の中に入れております。そうする

ことで、前回記載していなかった第１期、第２期の目標値も表の中に記しております。 
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 「(1)施設入所者の地域生活への移行」につきましては、達成率の表記の仕方が間違って

おりましたので修正しております。また、「②平成 25 年度末時点と比較した施設入所者の

減少数」につきましては、目標値設定にあたっての考え方の説明を少し加えております。 
 10 ページをお開きください。「(3)地域生活支援拠点等の整備」についてですが、前回、

目標値については調整中としていたものでございますが、１か所という目標値を入れてお

ります。この拠点等の整備につきましては、実際の設置に向けては福岡市の社会資源の状

況等を踏まえて、どのような形で設置していくのかについては関係者等と議論をしていか

ないといけない内容かと思います。簡単に結論を出せるような課題ではないだろうと認識

しておりまして、今後じっくり検討していく必要があると考えております。したがって、

現時点では国指針の各市町村又は各圏域に少なくとも１つを整備という考え方に基づいた

目標を言っているものでございます。 
 「(4)福祉施設から一般就労への移行等」につきましては、項目名を修正、目標値設定に

あたっての考え方の説明を少し詳しく付け加えておりますが、内容については変わってお

りません。 
 12 ページをお開きください。「３ 障がい福祉サービスに関する各サービスの見込量」

につきましては、表の下に一部、グラフを付け加えています。また、一部、表現等を改め

ているところがございます。 
 それから、障がい児支援体制の整備に関する項目が前回はできておりませんでしたので、

今回新たに付け加えております。これにつきましては、今回、国の指針の中で新規項目と

して挙げられているものでございます。そのことにつきましてご説明をいたします。17 ペ

ージでございます。 
 「(5)障がい児通所支援」につきましては、放課後等デイサービスが大幅に伸びてきてい

るという状況がみえますが、第４期計画の見込量につきましては現時点では調整中でござ

います。実施に関する考え方といたしましては、近年の実績等を考慮し見込むこととし、

見込み量確保のための方策につきましては障がい児が必要な支援を受けることができるよ

う療育の場の充実に努めることとしております。 
 18 ページです。「(6)障がい児入所支援」につきましても、見込量といたしましては調整

中でございまして、実施に関する考え方といたしましても近年の実績等を考慮し見込むこ

ととしておりますが、見込み量確保のための方策につきましては現状で今後の見込み量に

対応可能であるとしております。 
 次に、「(7)相談支援」でございます。これも伸びている状況でございます。実施に関す

る考え方は、近年の実績等を考慮し見込むこととしております。見込み量確保のための方

策につきましては、障がい児相談支援事業者と連携して事業を実施していくとしておりま

す。 
 19 ページをご覧ください。ここから 30 ページまでは「４ 地域生活支援事業に関する

各事業の見込量」でございます。こちらも一部にグラフを加えたり、表現を改めさせてい

ただいたりしているほかは、内容的には前回から特に変わっておりませんので説明は省略

させていただきます。 
 31 ページをお開きください。「第４ 計画の推進体制」でございますが、こちらは「１

計画の進行管理」につきまして前回の第３期計画のときから大きく書き替えております。
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障害者総合支援法におきましては、計画に定める事項について定期的に調査、分析及び評

価を行い、必要があると認めるときは、計画を変更することその他の必要な措置を講じる

こととされております。いわゆるＰＤＣＡサイクルにつきまして基本方針でも具体的に言

及されておりますので、それにならってＰＤＣＡサイクルのプロセスのイメージを福岡市

にあてはめ、具体的に記しているところでございます。 
 具体的な説明につきましては 32 ページをご覧ください。まず、計画におけるＰＤＣＡ

サイクルについてですが、国の基本指針に即して定めた数値目標、つまり先ほどの８～11
ページにある障がい福祉サービスに関する数値目標、これをＰＤＣＡサイクルで設定する

「成果目標」として各サービスの見込量、つまり 12～30 ページになりますが、障がい福

祉サービス及び地域生活支援事業に関する各サービスの見込量、この部分を「活動指標」

とすることとしております。そして少なくとも年１回、当専門分科会から点検・評価を受

けること、その結果について公表することとしております。 
 「(2)点検・評価結果の反映」につきましては、専門分科会から意見・提案等を受け、計

画の見直し等、施策に反映するということを書いております。 
 次の「２ 国・県への要望」につきましては、前回の第３期同様に記載をしているとこ

ろでございます。 
 「３ 障がい者等地域生活支援協議会との連携」につきましては、前回は自立支援協議

会との連携として書いていたところですが、今回は自立支援協議会が再編されて地域生活

支援協議会となっておりますので、そことの連携として、重要な項目でございますので前

回同様、特に触れているところでございます。 
 33 ページをご覧ください。「第５ 資料編」につきましては、基本的に前回の第３期計

画を踏襲して作っているところでございます。「１ 福岡市障がい福祉計画の策定体制」に

つきましては、地域生活支援協議会を書き込んで、それを含めて実施体制を整理しなおし

ております。「２ 計画策定の経緯」につきましては、今後の予定を含めて、また地域生活

支援協議会からの意見書受理を含めて整理をしているところでございます。 
 34 ページでございますが、当専門分科会の委員名簿を付ける予定でございます。 
 それから 35 ページは、諮問・答申についての資料でございます。 
 36 ページ、37 ページにつきましては、イメージとして最終的に出る答申、それから前

回は附帯意見もございました。その附帯意見につきまして参考に前回の第３期の計画のも

のを添付いたしております。 
 38 ページ、39 ページにつきましては、パブリック・コメントの状況についてですが、

これも参考に前回計画のものを添付させていただいております。こういった内容のものが

参考資料の中に盛り込まれる予定ということで参考に付けているものでございます。説明

は以上でございます。ご審議のほう、よろしくお願いいたします。 
【会長】 追加説明をどうもありがとうございました。それでは本日は第４期福岡市障が

い福祉計画（案）について、委員の皆さんにご議論いただきたいと思います。全体を一括

してもいいのですが、項目が第１から第５まで分かれてございますので、１つ１つご意見

をいただきたいと思います。 
 最初に目次に沿って「第１ 計画の概要について」、１ページと２ページにあたりますが、

ここはいかがでしょう、若干の修正があっているようですが。何かご意見はございますか。 
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【会長】 ここは、あまりご意見はないと思いますので、特にご意見がなければ「第２ 障

がい保健福祉施策をめぐる現状」、３ページからの推移について書いているところですが、

7 ページまでのところです。これはこれまでにお示ししていただいたデータを分かりやす

くグラフ化したものですが、何かご質問やご意見はございませんでしょうか。どういうこ

とでも結構ですが。 
【委員】 65 歳以上の方が介護保険の対象になるのですが、以前にも言ったことがあるの

ですが、知的障がい者の人は介護保険のほうではなかなかうまくいかないということを聞

いたことがあるものですから、ここでなんとか検討してくださいということを言ったはず

です。知的障がいの人が介護保険のほうに何か少し早くから入れるような話を聞いたので

すが、実際はどうなのでしょうか。 
【事務局】 知的障がい者の方が、早くからというのはありません。65 歳からということ

になります。障がいの状況からどうしても障がい者の施設でないと対応できない、そうい

う場合は例外的に障がい福祉のサービスが継続ということもあり得ますし、それから介護

保険で足りない部分で合理的な理由があるような場合については障がいのほうのサービス

が適用される場合もあります。 
 その辺については、今回の障害程度区分から障害支援区分ということで 26 年度から見

方が変わりましたので、今まで身体障がいの方は合っていたのですけれども、それ以外の

知的、精神の方とかでずれている部分とかも正確に見られるようになったと思いますので、

それを見ながら個別に、どうしても障がい福祉サービスが必要な方については見ていくと

いうことで対応しているところです。 
【委員】 ありがとうございました。 
【会長】 ほかに何か資料編につきまして、ご意見やご質問はございますでしょうか。 
【委員】 今の 65 歳の話でちょっと確認ですが、就労系じゃない障がい施設を利用され

ている方が 65 歳になった場合は、退所しなくてはならないということでいいですか。 
【事務局】 障がい者施設支援課長のほうからお答えします。 
 いわゆる生活介護事業とか言われる通所系のデイサービスで、これに関しては介護保険

にも同等のサービスはあるということで、原則はやはり介護保険優先だと言われています。

しかし先ほど委員のほうからもおっしゃいました知的障がい者とか、いわゆる個々の特性

が高齢者にまして十把一絡げで支援するのは難しい部分もございますので、原則は介護保

険優先としながらも、個々の特性等を踏まえて、場合によっては障がい福祉サービスの決

定もできるようになっております。 
【委員】 もう今そうなっていると思うのですが、現状今の 65 歳以上の方で障がい施設

を利用されて通所されている方は、今現在はどういう状況ですか、実際は。 
【事務局】 数量的なものということですか。現実的にいらっしゃるかどうかと？ 
【委員】 そうです。 
【事務局】 ちょっと数字は持っておりませんけど、現実的におられます。実際に福岡市

内にもそういう方が。65 歳を越して生活介護事業を通所の障がい者の施設のほうで受けて

ある方はいらっしゃいます。 
【委員】 やめた方もいらっしゃいますか。 
【事務局】 すみません。ちょっと今、手元にそこまで細かいのはないのですが。担当係
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長が今申し上げるには、十数名ぐらいは市内にいらっしゃるということです。 
【委員】 非常に心配をされている方がたくさんいらっしゃって、この計画の謳い方によ

っては、ものすごくそこを敏感に反応されるのではないかと思うのですよね。どういうふ

うにしていくのか。今少し結果があるわけですから、それを踏まえてどうしたほうが利用

者さん達が一番生活がしやすいのかというところに持っていく努力が必要じゃないのかな

と思っているのですが、そこがちょっとあまり答えがはっきり出てないので、これをこの

計画の中で謳っていいものだろうかというのは少し心配するところがあります。 
【事務局】 介護保険制度に関してはいわゆる法律のほうでございまして、基本的には介

護保険が優先になるということになっておりますので、書くにしてもなかなか難しい。個々

に判断している部分なんですね、実を言うと。いわゆるドクターの診断書あたりも参考に

させていただいて、個別に検討させていただいて、やはりこれは障がい福祉サービスのほ

うでないと対応できないということになったら、障がい福祉サービスの方でやっておると

いうことで。これは確か議会のほうでもご質問等がございましたので、私どものほうでも

検討した経緯がございますけど、仮に何らかの文章を書くということであれば「介護保険

優先とは言いながらも」という書き方になると思います。 
【会長】 書き込んだほうがいいでしょうか、今言われたような一文は。 
【委員】 いや、分からないです。 
【会長】 現実にご不安をお持ちの方が多いようでしたら。 
【事務局】 65 歳を過ぎて介護保険が適用される場合に、障がい者の方が介護保険優先と

いうことで移行する問題というのは現実的にはあります。後半に保健福祉総合計画を作っ

ていく中で、今まで障がい者保健福祉計画と高齢者保健福祉計画、地域保健福祉計画とを

分けていましたけれども、今回は一本化していきます。これも一番大きなものというのは、

地域で障がい者の方がどういうふうに生活しているかというものと、もう 1 つは障がい者

の高齢化という問題が出てきておりますので、そういう部分で介護保険とどう整合してい

くかというのが後半の 1 つの大きなテーマになってくると思っていますので、できたらそ

の中で議論をさせていただければと思っております。 
【会長】 明快なお答えをいただきましたので、その点につきましては障がい者の高齢化

というテーマで、後半でこの審議会も含めてご議論いただくということで記録を残したい

と思います。ほかにどなたかご質問ありますでしょうか。 
【委員】 「(3)精神障がい者数の推移」ですけれども、全体の数は分かるのですが、ほか

の障がいの方のように年齢での区分けというのがないのですが、これは何か意味があるの

でしょうか。 
 それと、高齢になった認知症の方を精神障がい者と扱わないという括りになるのでしょ

うかということをちょっと聞きたいのですが。 
【事務局】 年齢の件からですけれども、精神障がい者数の推移は実態調査から取ってお

りますので、年齢は取れたと思います。327 ページのデータでいくと、年齢別、それから

認知症も入っていますが、この認知症についてはサンプルの中での資料ということになる

と思うのですが、含まれている。それから年代別の数値についてはあるので整理はできる

のかなと思います。 
【会長】 年齢別にかなり傾向に違いがあれば、グラフとして追加してもいいかもしれま



7 
 

せん。 
【事務局】 以前、精神保健福祉センターでやったデータはあるのですが、今年度の調査

から診断名とかを見直していますので、まったく同じ診断名では出ないのかなと。年齢別

は出ますけど、平成になって何年度、何年度というデータは診断名を少し変えてしまった

ことで、全く同じようなデータは難しい。 
【事務局】 ここのデータについては揃わない部分もあるかと思いますので、できる範囲

で見直しをしたいと思います。 
【会長】 どうもありがとうございました。年齢構成についても分かる範囲内で書いてい

ただくようにお願いしたいと思います。認知症に関しては、知的障がい者の高齢の方のと

ころに主に入っているのではないでしょうか。違うのですか。 
【事務局】 精神障がいとして認知症という診断名で取っています。 
【会長】 認知症は、４ページのグラフで知的障がい者の年齢構成で、これは 60 歳代以

上というところには入っていないのですか。こちらには入れてないということですか。 
【事務局】 入っておりません。 
【会長】 入ってないのですね。 
【事務局】 はい。 
【会長】 ほかに何かご質問がありますでしょうか。 
【委員】 この中にはないのですが、来年の４月には生活困窮者自立支援法ができるとい

うことを伺っているのですが、この総合支援法の中にあっても発達障がいあるいは難病患

者も新たに総合支援法の中に入り込んで、いろんな施策を講じてきていると思います。そ

の生活困窮者と言われる方々、対象者の定義づけというのは私も詳しくは分からないので

すが、いろんな谷間の方々が含まれてくると思います。生活保護を受けるまでには至らな

いけど、同等またはそれ以下の生活をしている人といった方が入ってくるかもしれません

けど、それ以外に学校の一般の私学の中で本来福祉のサービスを受けようとすれば該当す

るのではないかという方々が、そういう谷間の中で、ボーダーのところで生活をしている

人が、卒後、ある意味では生活困窮者という立場でクローズアップされてくるのではない

かと思っていますが、将来的にそういった生活困窮者の分類の中でもこういった総合支援

法の中で福祉の総合計画の中に加えて考えていく方向性というのは今の段階ではないです

か。 
【事務局】 政策推進課長でございます。先ほど話がありました通り、この計画のあとに

保健福祉総合計画をご審議いただくことになっております。今、委員がご指摘の生活困窮

者の関係は地域福祉計画のほうにまずは位置付けるということになっておりますので、そ

の際にどういった形で障がい者の方を見ていくかというところも含めて、こちらの障がい

者の分科会のほうでも生活困窮者の定義ですとか、そういったところはご意見を頂戴しな

がら進めていきたいと考えてございます。以上でございます。 
【会長】 ほかにご質問はありませんか。 
【委員】 精神障がいのほうですけれども、実態というのはなかなか難しいと思いますけ

ど、自立支援医療の数というのは、有効期限が２年あるので、ある程度定期的に 2 年以上

の通院治療が必要な方々も取っていらっしゃると思います、自立支援医療を。それでだい

たい把握すると思うのですが、多分増えているはずなんですよね、全体的に。数は把握で
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きていると思います。 
 数は増えていると思うのですが、７ページのこの図、自立支援医療・重度障がい者医療

というのはどれですか、色がよく分からないけど。この四角いやつですか。716 百万円と

352 百万円ですかね。それで減っているのですよね。減っていない？ 
【事務局】 増分の内訳なので。 
【委員】 増分の内訳？減っているわけじゃないのですね。 
 逆に増えてそうな感じがするのですが、半分くらいになっているという話も聞いていた

ので、これは内容がどうなのかなと思って。２つ足していらっしゃいますよね、自立支援

医療と重度障がい者医療というのが。２つ混同しているのですが、その中身というか割合

というのは分かるのですか。 
【事務局】 この表はちょっと分かりにくいのですが、増加分のところだけを出していま

すので、増えている量が 22～23 年度より 23～24 年度のほうが 716 百万円から 352 百万

円と減っているように見えていますが、とにかく増えているという状況にあります。増え

ている率が減っているということになります。 
 内訳については調べれば分かるのですが、今は細かいデータがないので、どっちがどの

くらい増えているかというのは、今データはございません。申し訳ありません。 
【会長】 ７ページの下のグラフはちょっと見ただけでは分かりませんので、もうちょっ

と分かりやすいグラフを工夫されたほうがいいのではないでしょうか。今、委員が言われ

たように、減っているように見えると思いますので。 
 よろしいですか。ほかになければ次に移ります。 
 それでは第３章の「障がい者福祉サービス等の数値目標及び見込量」というところをお

願いいたします。 
【委員】 10 ページの「(3)地域生活支援拠点等の整備」ですが、先ほどのご説明の中で、

社会資源の状況を踏まえて今後、関係者と話しながら検討していくという説明がありまし

た。この国指針というのは各市町村及び圏域に１か所、少なくとも１か所というのが国指

針の内容だと思うのですが、福岡市の場合は各市町村に少なくとも１か所という形であれ

ば、もちろん福岡市も市ですので、１という考え方もあろうかと思います。 
 ただ、福岡市の場合はそれこそ人口が 150 万を超える大都市で、そうでない市、例えば

日本中で 800 ぐらい市があって一番小さいところは 4000 人ぐらいからの市がある。それ

は極端な例ですけど、そういう中で政令市の中でも福岡市は全国で６番目に人口が多い都

市だと。その中で地域生活支援拠点、これは仮置きという理解もいいのでしょうが、１か

所というのは今後いろんな検討なり協議を進めていかれる中では、地域生活支援拠点が、

例えば知的障がい者の場合に今後の親亡き後とか、そういうものに重要な大事な部分にな

るのではないかと思っています。国指針を踏まえるのは十分分かるのですが、150 万で行

政区が７区あるという福岡市の実態と言いますか、障がい者の数が今回の実態調査では９

万人を超えるという福岡市の実態を考えるならば、国指針の通りでない、より障がい者に

近いところでサービスができるような形を増やしていただくような形で検討を進めていた

だきたいなと思います。 
 今回の実態調査報告書の中でも、第３章のところに「調査結果の概要と考察」というと

ころがあります。その中に福岡市がモデル的になっていろんな取り組みをやっていくべき
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ではないかと、そういうような時期にあるというふうに考察をされています。そういうこ

とを踏まえれば、仮置きではあるでしょうけど、1 か所というのは今後検討していかれる

中で、例えば１区に 1 か所とかそういう形での方向性を持っていただければと思います。

もちろん３か年で７か所というのは無理な話かも分かりませんけど、そういう方向性と言

いますか、そういうものをお願いできればと思います。 
 それと同じような関連で 15 ページですが、「(3)居住系サービス」というところがありま

して、下の段に第４期計画の見込み量、グループホームと施設入所支援と書いてあります。

そこで先ほどの地域生活支援拠点の関係ですが、国の基本的な指針あるいは国の資料を見

ますと、グループホームにも地域生活支援拠点の機能を持たせることも検討されてあるよ

うな資料が出ております。市のほうからいただいた資料の中にも、グループホームにいろ

んな機能を付加させて地域生活支援拠点を作っていくという資料がございます。 
 国の説明はそうですが、15 ページの下の表の見込み量確保のための方策というところを

見ると、グループホームはまったくそういう地域生活支援拠点とは考えていないというふ

うにも読み取れるのです。逆にさっきおっしゃったように、今後検討していくから、そこ

でこの文言が変わってくるよということかも分かりませんけど、少なくとも国の基本方針

の中では、昔で言う入所施設とかグループホームにいろんな機能を付加して地域生活拠点

を作ろうという国の指針があります。その中で重要なグループホームについてそういう記

述がないというのは、福岡市の考えとしてはグループホームにはそういう機能は付加させ

ないという、そこまでの判断が入っているのかどうか。それは今後考えていくということ

なのかどうかをお聞きしたいと思います。以上です。 
【事務局】 地域生活支援拠点の整備につきましては、おっしゃる通り、置き数値的な形

になろうかと認識はしております。国の指針を見ましても、地域生活支援拠点の整備につ

いては地域レベルでの取り組みの基礎とするということで、障がい者の高齢化、重度化や

親亡き後を見据え、課題に応じてどのような機能をどれだけ整備するかについて、利用者

の障がい福祉サービス等のニーズ、既存の障がい福祉サービス等の整備状況、基幹相談支

援センターの設置の有無等、各地域における個別の状況に応じ協議会等、うちで言えば地

域生活支援協議会であろうと思いますが、そういった場を用いて関係機関等が参画して検

討する。検討に当たっては都道府県の計画との調和を持つようにというような考え方が国

から示されております。 
 国から示されているこの地域拠点のイメージ、構想のものなのですが、これも１つのグ

ループホームを隔離してやるタイプと、それからもう少し面的にほかの施設との連携をし

ながら拠点を整備していくという考え方とか出てきておりますので、今の時点で拙速に決

めていくのはどうかなと思っております。もう少し社会資源の状況とかの分析も必要だろ

うし、区レベルでいっても、そこにたどり着きやすいところと非常に難しいところがある

かもしれないという認識も持っておりますので、そういう意味でここは今後またしっかり

議論をして市の方向性を定めていきたいと思っているところです。 
【会長】 地域生活支援拠点等の整備も、そういう検討の中で増やしていくことが考えら

れるという意味でしょうか。 
【事務局】 今後の議論の中でいろいろその辺も含めてお願いしたいなと思っているとこ

ろです。 
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【事務局】 もう１点のほうのご質問、グループホームの見込量の中で地域生活支援拠点

のことに触れてないというご指摘でございましたが、まず地域生活支援拠点に関しては、

本日は資料をお配りしてないと思うのですが、居住支援機能と地域生活支援機能の一体的

な整備を進めるということでこういう構想が国のほうから示されております。グループホ

ームあるいは入所施設を核にして、そこに相談支援機能とかショートステイとか、そうい

ったものを機能付加して一体的に整備を進めようというようなお話でございました。 
 各施設をグループホームにするのか入所施設にするのかという、こちらも私どものほう

が今決めているわけではございませんので、そういった意味で施設入所支援とグループホ

ームは単なる見込量として、今までの実績を踏まえて数字を置かしていただいているとい

うところでございまして、今のところリンクした数字ではございません。 
【委員】 今のところでちょっと聞きたいのですが、市営住宅をグループホームとして計

画的に活用する事業というのは、どういう事業でしょうか。それとある程度どこの市営住

宅を提供していただくという見当はついていらっしゃるのでしょうか。 
【事務局】 この事業に関しましては従前から行っておりまして、市内で今、姪浜北とか

八田第二、壱岐団地、そういったところで実は社会福祉法人さんにお貸しして一部やって

おります。今年度から実は本格事業化しておりまして、以前はモデル事業で３年間だけや

るというお話をしていたのですが、毎年だいたいグループホームにして、住宅にして 30
住宅ぐらいなのですが、そういったものを毎年、法人さんを公募しまして「やりませんか」

と。それでお貸ししているという事業をやっています。それも活用しながらやっていきた

いということを書いています。 
【会長】 そのほかにどなたかございませんでしょうか。どうぞ。 
【委員】 前回出ていなかったのでその時に言われていたかもしれないのですが、１番の

施設入所者の地域生活への移行の数字です。この数字だけで操作されること自体にすごく

違和感があるのですが、当事者の人たちの実態というか、今度のにちょっと出ていました

けれども、入所施設に入っている方たちというのはかなり高齢化されていて、この人たち

を無理やり出そうとされているようなことなのか、それとも出先ですね。ちゃんとグルー

プホームとの連動とか、連動していないと意味がないのではないかと思います。出すだけ

じゃなくて、こういうところに確保して、こういう生活のイメージみたいなのが一人ひと

りの方に提供されるような計画の立て方をしないと、数字だけ移行させて何パーセントと

か、そういうのはちょっと理解できないというか。そういう点はどのように考えられてい

るのかというのをちょっと。 
 そういう意味で、国も全部障がいの方たちの問題を、入所施設はいかんと言って否定し

てきた割にはずっとそれでだらだらと来て、グループホームに移行にも福岡市はそんなに

成功していないような感じがしますし、その割に年だけ取っていって高齢化していて、抜

本的に考え方を変えないといけないのではないかなという点では、これでいいのかなとい

うところが根本的にあります。その辺の意見、地域生活への移行という視点からでもいい

ので、ちょっと答えていただきたいなと思います。 
【事務局】 なかなか難しいお話なのですが、地域移行者数と書いているのですが、グル

ープホームに何人ぐらい移行するとかそういうものを想定して作っているのかというお話

だろうと思います。 
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 結論から申しますと、それをリンクさせて数字を挙げているわけではありませんで、ま

ず地域移行者数に関しましては国のほうが指標的なものを示しておりますので、あくまで

も目標値ではございますけど、数字をそれに沿って出させていただいています。 
 ただ、８ページの実績を見ていただくと分かるのですが、８ページの下段のほうに表を

載せております。第１期平成 20 年度末、第２期平成 23 年度末と、26 年度末はまだ出て

おりませんので 25 年度末までの実績ですが、実績のＢ、３年間で 115 人の方が地域生活

に移行していらっしゃいます。23 年度末、これは累積でございまして 18 年度から 23 年

度末までに 227 人。このあたりはかなり 3 年おきではだいたい 110 名ぐらいが地域生活に

移行してございます。そのあとの 25 年度末、だんだん鈍化してきておりまして 60 数名ぐ

らいで、あと１年で 30 人も移行できるかというと、なかなか難しいのではないかと思っ

ております。 
 それと右側のページの上から３行目の表、第１期から第３期計画の実績、これは施設入

所者も減少しています。福岡市から施設入所を利用している方がどれくらい減少している

かということなのですが、18 年度～20 年度末の第１期は 77 名の方が施設入所支援、全体

から減っております。23 年度末が 86 名。ということは３年で９名しか減ってない。その

後は逆に増えているという状況がございますので、まずは軽度の方で入所施設側がグルー

プホームにどんどん出していこうという動きが、最初のほうに加速度的についていったの

ですが、その後なかなか鈍化している。今残っている方は、かなり重度の方もしくは高齢

化が進んでいる方が中心になってきているのではないかと。まあ、国が元々思っていた通

りに結果にはなっているのですが。 
 それで今後、おっしゃる通り、こういった数字が増えているのか、そのまま頑張ってど

うかするのかと言われると、グループホームは今から施設入所する予備軍の方にグループ

ホームのほうにまず入っていただいて、入所施設に入る時期をずらそうという考えも一部

ございますので、そういった意味では毎年 100 人ずつぐらい増やす予定にはしています。

ですが、一旦入っている方を移行させるというのはかなり厳しい状況にあるとは思います。

ただ、数字としては見込みにくい、実態把握できていないという部分もございますので、

一応国の方が申しております目標値設定の考え方を参考に数字として挙げさせていただい

ています。 
【委員】 先ほど委員のほうから言われた拠点と、ものすごく関係あるんですね。だから

もうちょっと出先でしっかり実態を把握して施策に結び付けるような取り組みをしないと、

どんどん押されていくのではないかという心配があります。そういう点で、もう少し積極

的に現場というか、当事者の方が生活される実態を、そのために実態調査をやられたんだ

と思いますので、その実態を踏まえて、いきなり理想的なほうにはいかないと思いますが、

その方向で４～５年後、10 年後というのは要るのではないかなという感じがします。 
【会長】 大変貴重なご意見と思いますけど、何かありますでしょうか。 
【事務局】 先ほどから申し上げておりますが、地域社会支援拠点、これはおっしゃって

いることの核になるような施設というか、そういうものになるのではないかと思います。

これに関しては１か所、少なくとも１か所という意味でございますけど、整備の仕方によ

って大型の入所施設みたいなものを真ん中に作って、あとはネットワークで進めるのか、

それとも今ある資源を使いながら面的な整備で繋いでいくようなやり方をするのかあたり
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でも、かなり変わってまいりますので、一番は地域生活支援協議会あたりのご意見を踏ま

えて、最適配分で財源的な負担も考えながら整備を進めていくと思います。 
【会長】 そこのところは議論に残していただいて、今後の検討課題にさせていただきま

す。ほかに何かご意見やご質問はないでしょうか。 
【委員】 計画相談が来年度から完全実施が義務付けられていると思うのですが、現在の

状況に対してまったく足りないということで、ＰＲするということをおっしゃっていまし

たけど、今のところ見込みとしてどれくらい増加が見込めそうなのかという点と、だいた

いどれだけあれば足りると見込んでいるのかというのを教えてください。 
【会長】 いいですか。 
【事務局】 計画相談の特定相談支援事業所をなるべく増やそうということで、事業者さ

んにも説明会を開くなどして呼びかけをしています。既に相談支援専門員がいらっしゃる

ようなところとか、やっても良いよというサインを出していただいたところには、実際に

そちらに行って、ぜひやってくださいというお話をしているところでございます。 
 指定特定相談事業所が今年度どこまで増えるかについては、まだはっきりとは分からな

いのですけど、今までの感触からして、できたら 30 ヵ所ぐらいいけたらいいのかなと。

今が 20 ヵ所のところ 30 ヵ所ぐらいまでいけるかなという感じは持っているところです。

できたら 50 ヵ所ぐらいに増えるとよいと思っていますが、そこまでいけるかどうかは、

やはり相談支援専門員がいないというのがあるので、今年度中はなかなか難しいと。来年

度以降も含めると、もう少し増えていくのではないかという感じです。 
 障がい児相談支援事業所も同じように今増えてきている状況でございます。ただ、いく

つあれば足りるのかというのは今のところ判断しにくいのかなと思っています。今増える

分でも、まだ足りないという感触は持っているところです。 
【委員】 この計画相談を導入できなければ、福祉サービスの利用ができなくなるという

ことが予測されるのですけど、実際に数が足りなかった場合には、市としてはどのように

対策を打たれるのでしょうか。 
【事務局】 今、いわゆる指定の特定相談支援事業所の数が足りないという状況がござい

ますので、各区に設置しています委託の相談支援センターに重点的に担っていただこうと

考えておりまして、そちらに相談支援専門員を増員するような形で予算を付けて、対応し

ているところでございます。まずは委託でできるところまでやっていこうというところで

ございます。 
 それでも足りないといった場合はどうするかということがあるのですが、ケースによっ

ては、特に１つのサービスしか受けていないという場合について、ご自分で書かれるとい

う場合はセルフプランというのがございますので、セルフプランを書かれる方については、

なるべくそれが作りやすいような形で支援するという形も考えております。ただ、そちら

は一応例外ということでございますので、できる限りサービス等利用計画を書けるように

頑張っていきたいと思っているところです。 
【委員】 前回の話に続きますけれども、移動支援の方が見込量というのがあくまでも目

標値ではないと聞いているのですけど、実績からいっても落ち込んでいっているところで

すし、社会参加のツールとして大きな役割を果たしていると思いますので、見込量を達成

するための方策というか、利用者の利便性が高まるような具体的な方策をぜひ検討してい
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ただければと思います。以上です。 
【会長】 よろしくお願いします。 
【事務局】 移動支援につきましては、少し伸びが今までの予想よりか少ないという状況

でございますが、今後さらに伸びていくことは確かだろうと思っています。これにつきま

しては実態調査を別に、移動支援についての調査もしたところでございます。今、分析を

しておりますけど、それを踏まえて今後、これから後半に障がい者計画の議論もございま

すので、そういったところで移動支援の事業をどうすべきかというところは議論をしてい

ただいた上で考えていきたいと思っております。 
【会長】 よろしいでしょうか。どうぞ。 
【委員】 先ほどの計画相談に関連して、今、福岡市の方で１人の相談支援専門員がいっ

たい何人ぐらいの計画を受け持つことができると見込んでいらっしゃるのかというのをお

尋ねしたいなと。 
 今、事業所等でも新たな事業所を立ち上げていきたいということもできるだけ考えてい

ますけれども、多分、市町村のほうでもそういう計画を考えると、行政のほうから何人持

てるのか、何人作ってもらえますかということで、何人持ったらいいのですかと私の方に

質問が返ってくるのですけど、実際に何人担当できると市の方で見込んでいらっしゃるの

かを一度お聞かせいただければと思っております。 
 もう１点、９ページの「(2)入院中の精神障がい者の地域生活への移行」という項目で、

以前のときにも県の方の計画に基づくのでということで、県の計画が出てないのでとご回

答をいただいたことがあるかと思うのですけど、福岡市として福岡市に住所がある入院中

の方というのは、こういった資料の現状で、５ページですが、入院者が今回の調査で 3603
名と人数がきちっと分かっているわけですし、また数値設定についての国の指針もはっき

りしているわけですから、県の指針、県の決定というか、県の計画を待たずに福岡市の目

標として独自のものがあっても良いのではないかと私は思うのですが、いかがかというこ

と。 
 それから地域生活への移行ということで、何をもって地域生活に移行したかとカウント

することができるのか。１つには入院者が 3603 名で、前回よりも 50 名ほど増加して、入

院者としては増加しているわけです。当然、精神科病院からすれば、退院されてベッドが

空けば、また必要な方を入院の方が増えてということも当然ありうるのかと思うのですけ

ど、入退院を繰り返すこともあるでしょうし、地域に移行したというところの何をもって

地域に移行したと考えていくのか。 
 それから全体として入院の患者さんが減ったというようなものが、一番誰にでも分かり

やすいものであろうと思いますし、それだけ地域に出た方が増えたので、先ほどの地域生

活の支援拠点等を増やしていかなければならないとか、グループホームの数にしても、い

ろんな施策が結びついていくのだろうと思います。 
 入院のところに関しては、「入退院はずっと繰り返しています。入院中の患者さんの数は

減りません」ということであれば、なかなか地域で生活している人は実際には増えていか

ないということになっていくのかなと。そうすると、利用の見込みがないので施設も作れ

ないとか、本末転倒な話になっていきはしないかといつも思ってしまいます。そのあたり

計画として謳っていくことができないのかということです。 
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【事務局】 まず計画相談の関係で、１人当たりどのくらいの件数をということですけれ

ども、市として正式に適正な数が何件というのは今持ち合わせていませんというのが実態

でございます。これについては、例えば政令市の集まりでいろいろ情報交換する中でも、

いったいどれくらいなのだろうという話はよく出るのですが、数十件から百数十件という

中でどうだろうかとかいろんな議論はあるのですけど、はっきりこれというのがない状況

です。 
 例えば、扱っている１人の方が、計画を作っている方の状況にもよるし、非常に簡単な

計画で済む方もいるし、非常に難しいケースもある。非常に難しいケースはモニタニング

の頻度というのもかなり上げていかなければいけない。そうすると毎月のようにモニタニ

ングするということであると、非常に大変な時間がかかる。そうじゃないケースもある。

それを押し並べてどうなのかというと分からないので、やり始めたところなので、今後そ

の辺をはっきりと、このくらいというのに合わせて指導ができる形になればいいなと思っ

ています。 
【会長】 あと２つをお願いします。 
【事務局】 ９ページの一番下のところですけど、福岡県の障害福祉計画に基づいてとい

うことでございますけど、計画当初のところでも、国指針に基づくということで第 1 期か

らこの計画に基づいてということで整合性を図っていくようなお話で、こういう形で出さ

せていただいております。 
 また、調整中と書いてあるところの第２期につきましては県に確認中で、８月６日の分

科会にはお示しできると思っています。また、どれをもって地域生活への移行と考えるか

ということでございますが、死亡や転院を除いてということになると思うのですけれども、

高齢化を含めて高齢者施設に入られる方のほうが多いかということは考えたと思いますが、

自宅・グループホーム・社会福祉施設等に入られる方を見て、地域生活への移行と考える

のが妥当ではないかと思います。 
【事務局】 精神障がいの場合は非常に病状が不安定だと思うのです。一旦退院したらず

っと地域で生活できるわけではないと思うので、どういう状況になったら地域に移行した

かというのは、なかなか難しい問題があるのじゃないかなと思うのです。国の指針は早期

に退院をどれだけしてもらうか、長期退院をどれだけ防ぐかということも、そういう不安

定な中の 1 つの地域生活に移行した目安としているのではないかと思います。以上です。 
【会長】 よろしいでしょうか。 
【委員】 ありがとうございます。また指針として挙げてあるような、退院後３ヵ月時点

の退院率であるとか、１年時点の退院率であるとか、分かってくるといいのかなと思いま

す。 
 また、先ほどの計画相談については現在難しいところであろうと思うのですが、やはり

１人で何人ぐらいの計画をということでおおよその枠があると、事業所を今後作っていこ

うとする場合に、どれだけの費用とか収益を計算することができるのか、事業所として運

営できるのかといった、事業所の経営という意味で１つの指針が出やすいのかなと。現状

では、いくら事業所を作って人を入れたところで、明らかに赤字になってしまうというこ

とであれば、事業所を作ろうというところもそこで二の足を踏まれるのでは、それも困る

ことかなと思います。およそこれくらいというところで、本当にざっくりした感じで構わ
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ないと思うのですけど、指針が１つあると分かりやすいかなと思ったところです。 
【会長】 計画相談が数十件から 100 数十件と幅があり過ぎるから、やはり何かあったほ

うがいいような気がしますね。今、現状でどれくらいでというのは分かりますか。 
【事務局】 分からないです。 
【会長】 現状も分からない？調査したデータは出ないのですか。 
【事務局】 まだ始まったばかりなので、ちょっと。 
【会長】 ある一定期間を経たら、何らかの数字は出てきますよね。 
【事務局】 そうだろうと思います。 
【会長】 じゃあ、それは参考になるということでお願いします。 
 ほかにございませんでしょうか。 
【委員】 ８ページに「施設入所者の地域生活への移行」と書いてあるのですが、グルー

プホームに入ることは本人が望むかもしれませんけど、はたしてそこで生活ができるかと

いう不安があるし、親も出してもいいと思っても不安が多いのです。だからそこに何らか

の形で支援をしていただかないと、そのためには助成金を出していただくとかしないと、

グループホームで生活したいと思っている人はたくさんいるんです。でも実際にそこに行

って、夜は誰もいないとかいうことになると、とても親としても不安で慣れるまでに時間

がかかるという方もいらっしゃるので、その辺を何らかの形で、人を夜は付けられるよう

にするとか助成するとかして、施設側がそういう人を探すというようなことでもしないと、

52 名という数字が出ていますけど、正直なところ親としてはなかなか出せないのではない

かというのが私の考えです。 
 施設のほうにそれだけの人材はなかなか確保できないのではないかなと思うので、その

辺を何か助成するとか、施設にそういう人材を確保できるような予算を組んでいただいた

らいいのではないかなと思っております。 
【事務局】 グループホームの運営は、国が定めたいわゆる報酬と言われるもので賄われ

るというのが基本だろうと思っています。今年度、グループホームとケアホームが一本化

されまして、グループホームの制度の中で柔軟な運用ができるというふうになっておりま

すが、従前からグループホームの報酬に関しては、私どもも指定都市会議というのがござ

いまして、その中でもかなり低めに抑えられているのではないかという印象は持っており

ます。いろんな事業者の方とお話ししても、やはり夜間の支援体制あたりは国が定めた人

員体制ではかなり厳しいという話も聞いておりますので、指定都市あたりと共同して、報

酬をグループホームの実態に合ったようなものにしてほしいという要望はしております。 
 それとともに、通所施設関係の補助金というのは基本的に、補助制度自体をなくそうと

いう動きの中で、グループホームに関しては十分ではないかもしれませんが、運営費の補

助という形で一定程度やらせていただいているところです。 
【委員】 ありがとうございます。それと同時に、グループホームに行った人にとっては

やはり働く場を確保していただかないと、収入を得ないと年金だけでやっていけないので

はないかなと思ったりしているのですが、いかがでしょうか。 
【事務局】 障がい者の日中活動の場というお話だろうと思います。基本的には、国のほ

うの計画の指針の中にも障がい者の方が希望するような日中活動の場を提供すべきだとい

うことがはっきり書いてありますので、総量でいけば利用者数は自立支援法が施行された
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平成 18 年当初に比べたら２倍半くらいになっているという状況でございまして、施設の

定員自体も、これはあくまで総量ですけど、総量ではかなり選べる状態になっております。 
 ただ、ご本人がこの施設にというピンポイントのご指定をなさるとなかなか厳しい部分

はありますが、今後も日中活動の場に関しては就労系、介護系と、希望した施設で受け入

れられるように提供体制を作ってまいりたいと思います。 
【委員】 よろしくお願いします。 
【会長】 どうぞ。 
【委員】 13 ページ、「(2)日中活動系サービス」の前回の事柄に関連するのですが、短期

入所の 14 ページの見込み量の部分で、見込み量確保のための方策として、短期入所事業

については、ＮＰＯ法人との共働事業の成果を活かし、とあります。実際、ＮＰＯ法人と

の共働事業を進めておられるかと思うのですが、どういうことを取り組んでおられるのか

ということと、そういった中でどういう成果を期待してというか、見込んでいるのかとい

うことを聞かせていただきたいのですが。 
【事務局】 短期入所のＮＰＯ法人との共働事業につきましては、まず１つは実態の調査

をいたしました。それから実際の利用にあたって困っているところはどういったところに

あるのかというのを踏まえた上で、短期入所の試しをやってみるということで、その中で

パーソナルブックという、今までの生育歴等の情報を整理したものを、受け入れる医療機

関等に提示しながら利用がスムーズにいくような取り組みを試験的にやっているという状

況でございます。その評価もなかなか良いというところですし、短期入所をやってみよう

という病院も出てきているという状況でございます。 
 そういった、何で事業所が増えないのか、利用者も増えないのかとか、使いにくいとい

うようなところを押さえていきながら、継続して事業所を増やす呼びかけをしていく。そ

れから福祉型短期入所の事業所でも、地域生活支援協議会の中でもう少し受け入れられる

方を受け入れていこうということで、今度の意見書の中にもいろいろ方策が出てきていま

す。そういったことを踏まえて取り組みを進めていくことになろうかと思っております。 
【委員】 ありがとうございました。 
 ＮＰＯ法人との共同事業ということで、かなり画期的と言いますか、あらゆる分野でこ

ういった形での取り組みが、行政と民間のＮＰＯ法人とのタッグが組めるようなシステム

というのはとても良いことだと思います。先ほど申し上げられているような成果を期待さ

れているということだと思うのですが、なかなかそういった取り組みが見えてこない部分

もあったりして、それをどういった形でオープンにしていくのかということをぜひ考えて

いただけたら、もう少しほかのＮＰＯ団体も含めて自分のところの得意分野とかも提示で

きるのではないかと思います。 
【事務局】 特にパーソナルブック等については、どういうふうに使うのか、その使い方

を含めて、事業所それから利用者の方にも周知することも予定しておりますし、そういっ

た中でまたこの取り組みを紹介していきたいと思っております。 
【会長】 この前いただいた意見書に書かれている、いろんな「支援すべきこと」という

提言は、今後この審議会の中で、行政のほうで生かしていただけるのですよね。 
【事務局】 今回の障がい福祉計画という中では、こういった目標量を定めていくという

ことですので、議論されたことを書き込んでいくことは難しいところではあるのですが、
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また後半の障がい者計画の議論の中でどういった施策を重点的にやっていくべきかという

ことも出てくるかと思っています。そういったところで取り込んでいかなければと思って

います。 
【会長】 せっかく意見書の中でいろんな支援すべきことというご意見をいただきました

から、ぜひ後半の議論の中で生かしていただきたいと思います。 
 ほかにどなたか。 
【委員】 放課後等デイサービスの件です。17 ページに「調整中」ということで出ている

ところですが、その上に 24 年度の実績、それから 25 年度の実績ということで、学校の現

場においても爆発的に放課後支援が増えております。従来、放課後支援ということでどん

ぐりルームを作っていただいて、今回こういう形でデイサービスが始まりまして、保護者

の皆さんは大変助かっているところであります。 
 ところが今はどんどん増えている状況もありまして、また横のつながりもなかなか取れ

ませんので、本校では１学期末に、デイサービスに来られている業者の方皆さんを呼んで、

ネットワークの会議をもったところです。この前、Ａ型事業所の話もありましたけれども、

今後の数というよりは方向性と言いましょうか、こう考えているというようなところをお

聞かせ願えればと思っております。以上です。 
【事務局】 こども発達支援課長です。放課後等デイサービスはどんどん増えておりまし

て、24 年４月現在１ヵ所だったのですが、今年７月で 40 ヵ所ということで、いろいろと

学校にはご迷惑をかけているかと思います。おっしゃられたように、今後は質の充実も大

事かと思っておりますので、研修等を考えていきたいと思っております。以上です。 
【会長】 よろしいでしょうか。何かコメントはありますか。 
【委員】 私は素人で全然分からないのですが、一定の条件をクリアすれば、すべてどな

たでも参入できるというようなことなのでしょうか。 
【事務局】 おっしゃられる通りで、児童発達支援管理責任者という資格が必要なのです

が、それ以外の方は、資格は特に必要ないというところで、ただ５対１という基準、児童

５人に対して１人支援者が要るということで、そこのところは基準を守る必要がございま

す。 
【委員】 そうしたら今後、すごい数になりますけど、現場を見られるとか、Ａ型事業所

にも話がありましたけれども、そういう計画も考えてあるということですか。 
【事務局】 そうですね。そこはしっかり見ていこうと思っております。 
【委員】 関連して、よろしいですか。 
 私も聞く話で、今のことをものすごく保護者の方も言ってありましたし、放課後になる

と一般の事業所がぞろぞろ迎えに来て、校長は交通整理にかかってあるという状況です。

そうなってきたときに、今度はスクールバスに乗る人がほとんどいなくなっている。そう

いった問題も踏まえたときに、全部事業費なんかが付いているのですよね。相談なんかも

乗ったりもしてありますし、そういった関連の問題も含めて検討していかないといけない

のではないかなというのを感じます。 
たくさんの事業者が放課後になったら校門のところまで迎えに来られています。それで

車がいっぱいになって、校長先生はいつも交通整理にかかってありますという話を保護者

から伺っています。 
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 そうしたときに、登下校を含めてスクールバスを運行してありますし、下校のときにス

クールバスに乗る人がいなくなってしまうのではないかなという懸念も抱いているわけで

す。そういったところまである程度調査をしておかないといけないのではないかと感じて

います。教育委員会のほうにある意味入るかもしれませんが。 
 スクールバスを運行しているでしょ。運行しているスクールバスに乗っている人がいな

いと。 
【事務局】 教育委員会ともその辺は相談しながらいろいろ考えたいと思います。 
【会長】 デイサービス事業所の質的な調査をしていただくということは必要だと思いま

すので、ぜひよろしくお願いします。 
 ほかにありますでしょうか。どうぞ。 
【委員】 子どものほうに向けてもいいということで、いくつか聞きたいことがあります。

通所支援のところで、保育所等の訪問支援が 0 というのは、これから調整中のところが入

ってくるのですか。 
 それから、ここでやるのですか、障がい児の根本的な対策というのは。児童福祉部会は

関係ないのですか。児童福祉法に移行したじゃないですか、根本的な問題は。それはここ

でやるということでいいですか。基本的に子どものほうは。 
【事務局】 こども発達支援課ですけど、子ども総合計画のほうに今後の取り組みを載せ

ております。子ども総合計画には量的な部分は載せておりませんので、こちらに量的な分

を載せることで整理をしているところでございます。 
【委員】 その点で 1 つ違和感があるのですが、児童の対策というのは幼児から含めた児

童福祉法の福祉部会でやられているのですよね。そっち側の人たちがこの数字とかをあま

り知らないということになっていると、福岡市の子どもたちの問題の中に障がい児の問題

があって、その中にどういう問題があってというのは、向こうの人たちもある程度知って

いると思いますけど、かなり詳しく知ってほしいなというのがあります。 
 そしてこちらが障がい者の問題のところでそれを論じているということ自体に、デイサ

ービスであれば相談もしながら、法律でこっちでやるのかもしれないけど、その辺できち

んとしないと、一番心配なのは子どもの幼児からの支援のあり方について僕はちょっと疑

問があります。 
 保育所等訪問支援なんかも、やれる人がどれくらいいるのだろうかとか、各地の核にな

るような相談支援センターみたいなのが、現場の保育園とか幼稚園にちゃんと指導できる

人がどれくらいいるのかも含めて、そういう人がいないと、ずるずるとサービスだけがで

きていって利用する数が増えていって、もうちょっと質を考えるような施策が要るのでは

ないかなと。ただサービスの受け入れ口だけ作っても、どんどんそこでやってあげ過ぎて、

逆にダメだなという場面とかもあったりするから、無駄なことが起こる可能性があるので

はないかというのが疑問としてあります。その辺もうちょっと整理してほしいなというの

があります、「児」のほうは。 
 その中で、通所の問題もあるけど入所というのは、イメージがいろいろあるのかもしれ

ないけど、母子で一緒に入ってもらって母子の関係を改善するとか、コミュニケーション

にかなり問題があって虐待してしまうような子どもの親を支えるとか、それは障がいが子

どもにあるかどうかというよりも、あってもなくても起こりうるような問題ですよね。そ
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ういうところは向こう側でちゃんとやられているのかを知りたいと思います。 
【事務局】 こども発達支援課長です。こども・子育て審議会のほうで基本的に議論して

おります。先ほど委員が言われた情緒障がいの入院施設という問題も、こども・子育て審

議会に設置された福岡市要保護児童の社会的養護あり方検討会から提案がございまして、

福岡市に追記すべきだというようなご意見をいただいているところでございます。 
 障がい児の支援のことですけれども、こちらも基本的にこども・子育て審議会のほうで、

放課後等デイも含めて子ども総合計画に記載しておりますし、充実を図っていくというこ

とを記載しているところでございます。 
【会長】 こちらのほうで数字だけということになりますけど、よろしいですか。 
【委員】 ちょっと納得しないとできないですね。 
【会長】 児童福祉の部会との連携みたいなのはどうなっているのですか。 
【委員】 それは向こうにやってもらっていいのではないかなという感じがするのですけ

どね、それだったら。それをなぜこちらでやるのですかというのは、何かあるんでしょう

か。 
【事務局】 子どもとの関係のところですが、今回、国から出ました基本指針の中に新規

事項として、子どもについてもこちらで、計画等について数値目標についてしっかり見な

さいということが来ておりまして、子どものほうの計画と整合性を保つようにという通知

も来ているところでございます。 
 そういう中で、今回、児童の部分も計画がはっきり入ってきているところでございまし

て、いわゆる実施計画部分についてはこちらで書くということだと思います。本体の計画

も今進めていると思いますので、そこら辺はこちらの計画、それからこども未来局で作る

計画の情報交換はできるように事務局のほうも考えたいと思います。必要に応じて情報を

専門分科会の中でも出すとか、できることは検討したいと思っております。 
【委員】 しっかりやってもらわないと、連動している面をこっちでやるというのは絶対

いいのですよ、それは。障がい関係の問題はここでやるとかしっかりしていればいいので

すが、あるデータは向こう側で論じられて、あるデータだけこっちに来てとか中途半端に

やっていると、現場が迷うだろうし。きちんとしたというか、少し不満があるというのは、

その辺が現場の人たちがどこまで把握してリ－ダーシップとってやろうというようなこと

が現場の支援に反映していれば全然問題ないですけど、どうもそうじゃない部分もあるの

ではないかという疑問がありますので、その辺は行政の大事な仕事じゃないかと思います

のでよろしくお願いします。 
【会長】 部会の情報を入れるとか、その辺を考えていただいたらどうでしょうか。よろ

しくお願いします。ほかによろしいですか。 
【会長】 そうしたら次に進めさせていただいて、またあとで全体を通じてご意見をいた

だきたいと思います。 
 第４章になりますけれども、31 ページ、「計画の推進体制」についてご質問やご意見が

ございましたらお願いします。 
【委員】 32 ページですが、「障がい者等地域生活支援協議会との連携」という部分、こ

こが 1 ヵ所でしたよね。そこで何もかもやるというのは難しいのではないかなという感じ

がしていて、先ほどの子どもの問題で、こういうのは使わないのかというのがちょっと。
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ここで言うことではなかったかもしれないけど、子ども部会っていらないのかというのは

どうでしょうか。 
【事務局】 政策推進課長でございます。 
 今、委員ご指摘の子ども総合計画の部分に関しましては大きく３つに分かれておりまし

て、その３つの大きな目標、例えば「安心して生み育てる」とか、そういった３つの大き

な目標ごとに部会が作られております。その中の１つの部会で、先ほど答弁がございまし

た通り、障がい児の部分について進めているという状況でございます。そことの関係、先

ほどお話しさせていただきました通り、どういった形で連動性を持って進めていくかとい

う部分も含めて、少し検討させていただければと考えています。 
【委員】 なぜかというと、これができてから結構、意見書で提案を出されたと思うので

すが、その部門で課題になっている具体的な現場の課題を挙げていくというような、現場

の人たちの意見を聞きながら、そういう場が要るのではないかなと思います。いっぱい課

題があるわけですよ。それの子ども部門ということで、これは作っていいと言われている

わけですので、作ってもらえないのかなというのも含んで、あったほうがいいような気が

するのですがいかがでしょうか。 
【事務局】 地域生活支援協議会につきましては、いろんな部会を作っていいとなってお

りまして、児童の部会があるところもあるようでございます。実際に今、地域生活支援協

議会就労支援関係の部会を常設としては１つ設置しているだけでございまして、まだこれ

から必要に応じて作っていくことはできると思います。その件についてはこちらの専門分

科会からも意見があったということで、また地域生活支援協議会の中で議論をさせていた

だいて、ほかにも発達障がいの部分はどうだとか、もう少し地域生活支援協議会を活用し

てやったらどうかという意見もいろいろ出ているところでございますので、そちらのほう

で検討させていただけたらと思います。 
【会長】 よろしくお願いします。ほかにどなたかございますか。 
【会長】 それでは第５章の資料編でございます。資料編 33 ページからで何かご質問あ

るいはご意見がございましたら受けたいと思いますが、いかがでしょうか。 
【委員】 委員一覧は当初の委員が載っておりますが。 
【事務局】 大変申し訳ございません。当初の委員名簿で付けておりますが、最終的には

替わった委員も含めて並べて書くとかいう形で、皆さんのお名前を載せる形で整理したい

と思っております。どうも申し訳ございません。 
【会長】 ほかにございますか。 
 それでは第１章から第５章まで目次に沿ってご意見をいただきましたが、全体を通じて

漏れているようなこととかご意見ご発言がありましたら、よろしくお願いします。 
【委員】 この福祉計画で、例えばグループホームに重度の方が入るのとそうじゃないの

で、施設運営者としては費用のかかり方が変わってくるのに同じサービス提供ができない

可能性が高いということで、加算を市の単独費でやるとか、強度行動障がいも同じような

ことが言われているといった部分はこういうのには反映されないで、提案があった各々を

そのときに決めていってやるのか、どういうスタンスなのでしょうか。 
 今、世の中でいろいろ言われているところが、この中には出てきていないところがたく

さんあるのではないかと思うのですが、そういう場合はどう対応していくのか。それとも
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「この計画には載っていませんのでできません」と言ってしまうのか。それをやり始める

とこの計画はものすごく分厚いものになってしまうのだろうと思いますけど、どういうふ

うに考えておけばいいのかなと思いますが。 
【事務局】 グループホームに関しては、確かに重度者の方を地域で生活できるような拠

点として位置づけておりますので、本当に支援体制がとれるようなものが必要じゃないか

と。それには市としても何らかの支援をするべきじゃないかというお話だったと思います。

そういった施策の方向性とかに関しましては、障がい福祉計画ではなくて障がい者プラン

というところで議論する話になるのではないかと思います。強度行動障がい者の支援あた

りもそちらのほうで触れていくことになると思っています。 
 以前からお話しされている重心の問題とか、そういったところをどう取り組んでいくか

とか、市として取り組んでいく部分に関しては、そちらのほうでご議論させていただくも

のじゃないかと思っています。 
【委員】 ２点あるのですが、まず１つは、支援の中で出てこないかもしれませんが、我々

事業者で危惧しているのは人材の育成です。そういった問題をどういう形で捉えられてあ

るかということ。 
 あと１つは、先ほどこの中にも出てきましたが、放課後支援事業者が急激に増えている

とか、前回のときにはＡ型事業所が急激に増えているということがあった中で、先日もＮ

ＨＫで報道がありましたけど、好ましくない施設運営を行っている事業者、不正請求があ

ったり体罰や虐待の問題があったり、そういったことが今日のようにいろんな事業所が増

えてくればくるほど発生してくるのではないかなと。そう考えたときに、それを牽制する

機関、第三者委員会的なものといったことについて何か考えていることがありましたら、

お聞かせ願いたいのですが。 
【会長】 いかがでしょうか。 
【事務局】 先ほどから出ています放課後等デイとかＡ型事業所、もっと言えば就労移行

支援事業所も増えていますけど、そういった事業所の質的な問題の確保をどう考えている

かというお話でございますが、第三者機関という話も出ておりましたけど、私どもとして

は実地指導等を今やっているところでございます。新設の事業所に関しては、できるだけ

早く実地指導に行こうと。当初の計画通り支援がやられているかどうかあたりを、今与え

られている権限の範囲内で、速やかに早い時間帯にやろうということを今年から取り組む

ようにしております。 
【事務局】 政策推進課です。人材育成は障がいの施設でご苦労をされている皆さん方だ

けではなく、例えば地域でお支えいただく、もしくは高齢者も含めて認知症の話も出てお

りましたけれども、様々なところで、これから「福祉は人」と言われている通り、人材の

確保というのは非常に大事だと思っております。そういった意味では再三同じ話になりま

すけれども、後半、保健福祉総合計画をご審議いただく中で、人材というのは非常に大事

なキーワードになろうかと考えてございます。また改めてご意見等を頂戴しながら考えて

いければと考えています。以上でございます。 
【委員】 後半を楽しみにしておりますので。 
【会長】 ほかに何かございますでしょうか。 
【会長】 特にございませんでしたら、本日の議事はこれで終わりにしたいと思います。
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どうも貴重なご意見ありがとうございました。 
 それでは事務局にお願いします。 
【事務局】 本日はありがとうございました。 
 以上をもちまして、第３回福岡市保健福祉審議会障がい者保健福祉専門分科会を閉会さ

せていただきます。どうもありがとうございました。 


